
１　総括

（１） 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成23年4月1日現在の人数である。
      ３　特例市平均とは、人口20万人以上等の要件を満たし特例市と指定された団体の平均である。

（３） 特記事項
①　平成18年4月から平成21年11月までの間、一般職員の給料月額を0.5～4％減額。

②　平成17年4月から平成21年11月までの間、管理職手当を10％減額。

③　平成22年12月から55歳を超える職員（行政職給料表4級以下の給料月額を受ける職員等を除く。）について、

　給料及び管理職手当を1.5%減額。

（４） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　２　特例市平均とは、人口20万人以上等の要件を満たし特例市と指定された団体のラスパイレス指数を
        単純平均したものである。
　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

　　 　

２　一般行政職給料表の状況（平成２４年４月１日現在）

（単位：円）

（注）　給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　②技能労務職

参考

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 歳 円 1.86

歳 人 円 円 円 歳 円 1.33

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

円 円

円 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成21～23年の３ヶ年平均）
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に
　支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　③高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成24年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　
　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再
　　　　計算したものである。
　　　３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、

　給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。
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（２） 職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円

円 円

（注）　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、

　　給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

（３） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　※は、当該階層の職員数が３人以下のため、近似の階層の職員を含めた平均給料月額である。
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

（１） 一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）

（注）１　山形市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注） 平成18年4月1日に10級制から8級制に変更している。
（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそれぞれ統合）

（２） 昇給への勤務成績の反映状況

平成１８年度から職員の勤務成績が適切に反映される昇給制度を導入している。
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５　職員の手当の状況

（１） 期末手当・勤勉手当

普通会計ほか

千円

病院事業会計

千円 千円

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当 　　　　　　　 勤勉手当 期末手当 　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・　役職加算　５～２０％ 　・　役職加算　　　５～２０％ 　・　役職加算　　　５～２０％

　・　管理職加算　１５～２５％ 　・　管理職加算　１０～２５％

　　国民健康保険事業会計等全ての特別会計を含めたものである。
　　　２ (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２） 退職手当（平成２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　 自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

一般職員

１人当たり平均支給額　　 千円 １人当たり平均支給額 ―

（注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は、２３年度に退職した職員に支給された平均額である。
　　　２ 一般職員とは、教育職員を除いた全ての職員である。

（３） 地域手当

（平成２４年４月１日現在）

普通会計ほか

千円

病院事業会計

千円

普通会計ほか

円

病院事業会計

円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

1,504

山形県

47.50

59.28

15

山形市

医師

0

66 15

2,079 0

2.60 1.351.202.70 1.25

―１人当たり平均支給額（２３年度）

国

山形市

59.28

1.45

30.55

41.34

2.55

1,311

支給実績（２３年度決算）

１人当たり平均支給額（２３年度）

58,394

1.40

国

0.60

59.28

59.28

47.50

1,534

山形市

18,281

0.65

23.50

33.50

59.28 59.28

国の制度（支給率）

23.50 30.55

41.3433.50

　能力・業績を重視した職務行動評価（能力評価）による評定を実施

（注）１「普通会計ほか」とは、普通会計に病院事業会計・水道事業会計・公共下水道事業会計を除いた

1.45 0.65

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

東京都

支給対象地域

18

支給率 支給対象職員数

1

297,000

884,758

18

594
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（４） 特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

千円

千円

　円

　円

　％

　％

29,486

左記の業務の従事者

病院事業会計

済生館に勤務する
医師及び歯科医師

左記の業務の従事者

左記の業務の従事者

支給実績（２３年度決算）

主な支給対象業務手当の名称

清掃工場の焼却炉内部の
清掃業務

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

社会福祉法第15条の規定による
指導監督等を行う職員

主な支給対象職員

左記の業務の従事者 行旅死亡人の取扱業務

極めて処遇困難な対象者
宅を訪問しての指導監督
業務等

左記の業務の従事者

ごみ及びし尿直接接触処
理業務手当

焼却炉清掃手当

普通会計ほか

普通会計ほか

19

左記職員に対する支給単価

77,391

22.6

病院事業会計

211,499

職員全体に占める手当支給職員の割合（２３年度）

普通会計ほか

感染症患者の病室におけ
る患者の看護業務又は感
染症の病原体に汚染され
た（疑いのある）物件の処
理業務等

74.1

左記の業務の従事者

手当の種類（手当数）

動産等差押手当

医師の業務（役職（館長，
副館長）及び医師免許取
得後の経験年数に基づ
く。）

市税等の滞納処分のうち、
財産の差押業務等

日額500円

1件4,000円

①ごみ及びし尿に直接身
体的接触を伴う業務
②家畜の畜舎内における
牛又は豚の伝染病の予防
接種の補助業務

日額400円

日額400円

日額200円

日額200～1,000円

1回2,300円

病院事業会計

456,801

社会福祉業務手当

行旅死亡人取扱手当

防疫手当

感染症作業手当

医務手当 月額45,000～367,700円

感染症の疑いのある者の
救護業務又は感染症の病
原体に汚染された物件の
処理業務
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交代制勤務を正規の勤務とする
消防職員

左記の業務の従事者

夜間看護等手当

清掃工場夜間勤務手当

特殊自動車運転手当

済生館に勤務する看護師、
医療技術職員

主な支給対象職員

左記業務の従事者

清掃工場に勤務し，
左記業務に従事した職員

済生館に勤務する看護職等 日額200円
専ら照射室内において照
射中に1時間を超える患者
の介助業務

消防感染危険手当

守衛業務に従事する職員

機関員に指定された消防職員

消防夜間特殊業務手当

機関員手当

左記業務の従事者夜間除雪作業手当

済生館に勤務する臨床検査技師

放射線照射介助業務手当

消防職員で
左記の業務に従事した職員

1勤務1,500円

1回3,400円

1勤務600円

高所作業手当

手当の名称

正規の勤務時間として深
夜に行われる看護業務等

道路交通法施行規則第2
条の表に掲げる大型特殊
自動車及び小型特殊自動
車（道路整備用特殊自動
車等）の運転業務

日額260円

1回620～3,300円

消防ポンプ自動車の機関
操作業務

正規の勤務時間として深
夜勤務

日額又は1勤務200～300円

1勤務800円

深夜の通信及び受付業務 1勤務400～600円

死体解剖の補助等の業務

月額1,500～1,800円

1勤務200円

正規の勤務時間としての
深夜勤務

主な支給対象業務

地上又は水面１０ｍ以上の
高所で消防活動又は保守
営繕活動等の業務

深夜に行われる道路の除
雪業務

夜間守衛業務手当

救急、火災防御及び救助
のため出勤し、当該業務
に従事した際の死体、出
血者及び感染症感染者の
措置業務

左記職員に対する支給単価

解剖等手当
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（５） 時間外勤務手当

普通会計ほか

千円

千円

千円

千円

普通会計ほか

千円

千円

千円

千円

（６） その他の手当（平成２４年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

持家:なし
　　　（H21.11をもって廃止）

借家:限度額月額27,000円
住居手当

休日勤務手当

通勤手当

交通機関利用
限度額月額55,000円
自動車等
通勤距離に応じて
月額6,000～24,500円

病院事業会計

90,422

普通会計ほか

祝日法による休日や年末
年始等の正規の勤務時間
に勤務した時間1時間あた
り給与の100分の135

病院事業会計

208,667

同じ

普通会計ほか

44,685 千円

80,906

異なる

国の制度
自動車等
通勤距離に応
じて
月額2,000円
～24,500円

同じ

同じ

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

手　当　名

病院事業会計

723

内容及び支給単価

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

280

国の制度と

125,218

病院事業会計

千円

708

458,196

普通会計ほか

病院事業会計

385,107

普通会計ほか

30,660

扶養手当

439,369

支給実績
異なる内容

支給職員１人当たり国の制度

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ３ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ ２ ３ 年 度 決 算 ）

異なる

との異同

24,222

管理職手当
部長　82,200円～94,000円

次長　66,400円～77,400円

課長　51,900円～62,300円

平均支給年額
（２３年度決算）

国の制度
俸給の特別調
整額として支
給（46,300円
～139,300円）

835,241

772,951

（２３年度決算）

228,551

千円

千円 89,483

千円

147,028

千円

千円

71,898

85,991

普通会計ほか

千円

千円33,217

病院事業会計

38,524

128,408

普通会計ほか

271

病院事業会計

普通会計ほか

389,188

病院事業会計

病院事業会計

229,154

179,298

千円

274,258

配偶者　　月額13,000円
配偶者以外の1人につき
　　　　　　　月額6,500円
配偶者なしの1人まで
　　　　　　　月額11,000円

※　満16歳の年度初めか
ら満22歳の年度末までの
子について1人につき
5,000円加算
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円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

初任給調整手当

正規の勤務時間として深
夜に勤務した時間1時間に
つき1時間あたりの給与の
100分の25

との異同手　当　名 内容及び支給単価

義務教育等教員特別手当

夜間勤務手当

採用による欠員補充が困
難な職（医師等）に新たに
採用された職員に対し定
額（月額）（月額最高
365,500円）

宿日直手当

宿日直勤務1回につ
き支給区分に応じた額
（1回あたり最高
医師等20,000円）

千円5,293 70,573

災害復旧等のため，災害
対策基本法等に基づき国
等から派遣された職員に
対し日額定額（日額最高
6,620円）

0 0千円

（２３年度決算）

200,793

災害派遣手当

同じ

管理職員特別勤務手当 同じ

寒冷地手当

同じ

支給対象地域に在勤する
職員の世帯区分に応じ11
月～3月まで月額定額（月
額最高17,800円）

月額　基礎額23,000円＋
距離に応じ加算（最高
45,000円）

同じ

支給職員１人当たり
平均支給年額

千円 135,838

152,113千円

107,241

30,971

普通会計ほか

病院事業会計

千円

千円

68,656

0

単身赴任手当

普通会計ほか

3,471,017

0

208,261

同じ 千円

同じ

29,115

44,569

病院事業会計

異なる内容

病院事業会計

普通会計ほか

50,694

教育職員及び教育委員会
に勤務する指導主事に対
し月額定額（月額最高
11,700円）

管理職職員が臨時又は緊
急の必要等により週休日

等に勤務した場合1回あた
り定額(最高12,000円）

千円27,375

普通会計ほか

0

0

千円

千円

病院事業会計

支給実績国の制度と

（２３年度決算）

国の制度
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６　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×0.6 3,070万円 任期ごと

給料月額×在職月数×0.4 1,618万円 任期ごと

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）     
          　 勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

-

650,000843,000

備　　　　考

給

料

市 長

退
職
手
当

報

酬

市 長

950,000

議 員

副 市 長

466,000

438,800

　　（２３年度支給割合）

670,000

2.90

3.05

副 議 長

市 長

議 員

527,400

-

720,000

-

720,000

770,000

670,000

770,000

-

498,5001,066,000 1,130,000

区 分 給 料 月 額 等

（参考）特例市における最高／最低額

期
末
手
当 副 議 長

議 長

副 市 長

議 長

副 市 長

　　（２３年度支給割合）

-
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７　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数 　　　 人

（特例市の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数 　　　 人

（特例市の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数 　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含み，一部事務組合に属する職員を除く。）

　　　２　[     ]内は，条例定数の合計である。

（２）年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

　

～

合　　計

普
通
会
計
部
門

土木
商工

衛生

計

消防部門

農林水産

教育部門

一
般
行
政
部
門

小　計

140水道
　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

小　計
71
796

下水道 48
その他

[   2,463   ］

～

23歳 27歳 31歳

職員数

区　分

150

20歳

人

84

人

20歳

未満

～

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

証明手数料収納業務の見直し等による減

育児休暇職員の代替配置引き揚げ、行政職の欠員による減

労働

税務
総務
議会

民生

16

110

仮称）西消防署開設準備による増

人

＜H24 参考＞

人人 人

93.11

人人

保育園技能技師引き揚げ等による減

人

計

60.83

62.82

56歳52歳

冬季国体開催準備による増

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由

19

人人人

198

人

151

108
231

232 231

151
232

1,017

277

173
34

171

226 231

35

278

1,012

以上

～ ～

＜H24 参考＞

47歳

～

51歳 59歳

2,327220 230 5

～

△ 1

24歳

～

40歳32歳

～
2,316

市営住宅の指定管理者事務移管、育児休暇職員の代替配置引き揚げ等による減

0
0

16 0

平成23年 平成24年

247

△ 1
△ 2

1,521

11

△ 2
1

44歳

12

企業誘致・産業団地開発業務の増

1

△ 5
40.48

44.12

5 5
6464

28歳 48歳

35歳

314 354 272 234

43歳 55歳

5

病院 537 551

1,520

△ 1

＜H24 参考＞

0

1

工事申請審査業務の委託による減△ 1
医療・看護体制の充実のため増

[  　0　  ］

70
漏水防止業務の職種切り替えによる減

14
139
47 △ 1

39歳

～

後期高齢者医療保険未収金対策業務の減

36歳 60歳

[   2,463   ］

2,328

807

0

2

4

6

8

10

12

14

16

20歳
未

満

20～
23歳

24～
27歳

28～
31歳

32～
35歳

36～
39歳

40～
43歳

44～
47歳

48～
51歳

52～
55歳

56～
59歳

60歳
以

上

構成比

５年前の構成比

%
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（３） 職員数の推移

（単位：　人・％）

（注）　１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

2,316 2,328 ▲ 126 (▲5.1%)総合計 2,454 2,413 2,354

公営企業等会計計 814 816 798 781 796 807 ▲ 7 (▲0.9%)

1,520 1,521 ▲ 119 (▲7.3%)1,640 1,597 1,556 1,539

消防 226 226 226 224 226 231 5 (2.2%)

277 278 ▲ 114 (▲29.1%)

　
年　度
　部門別

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

一般行政 1,022 992

295 288

2,320

392

過去５年間の増減数（率）

1,035 1,027 1,017 1,012 ▲ 10 (▲1.0%)

379

普通会計計

教育
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８　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成24年3月31日現在の人数である。
　　　３　団体平均とは，市町村（政令指定都市を除く。）の平均である。

イ　 特記事項

①　平成18年4月から平成21年11月までの間、一般職員の給料月額を0.5～4％減額。

②　平成17年4月から平成21年11月までの間、管理職手当を10％減額。

③　平成22年12月から55歳を超える職員（企業職給料表4級以下の給料月額を受ける職員を除く。）について、

　給料及び管理職手当を1.5%減額。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成2４年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（23年度支給割合） （23年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・　役職加算　5～20％ 　・　役職加算　5～20％

（注）(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

1.45 0.65 1.45 0.65

1,504

職員給与費

528,316

2.70 1.25 2.70

総費用 純損益又は

実質収支

人

山形市（水道事業）

45.4

基本給

山形市（普通会計ほか）

Ｂ　

千円

職員手当

1,056,299

千円　

1.25

360,361 535,423山 形 市 43.8

団 体 平 均 358,043

1人当たり平均支給額（23年度） 1人当たり平均支給額（23年度）

1,529

平均月収額

20.0

6,350909,701 6,317215,460

　　　　　　区　　分

591,107

平　均　年　齢

総費用に占める

職員給与費比率 22年度の総費用に占

　　　　　　Ｂ／Ａ

一人当たり （参考）団体平均

％

める職員給与費比率

一人当たり給与費

419,227

　　計　　Ｂ

％

20.6

期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A給　 料

区　　分

　　　　千円23年度

5,288,013

Ａ  

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円　

千円

職員数

千円 　　　　　千円

　　　　　　Ａ

23年度

144 103,134

千円千円

区　　分
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イ　退職手当（平成24年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　 自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 １人当たり平均支給額 　 千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、23年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（平成24年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

一般行政職の制度（支給率）

山形市 0 139 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

59.28

33.50

47.50 59.28

41.34

左記業務の従事者

電気取扱手当 左記業務の従事者 高圧電気点検作業

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 0

支給実績（23年度決算） 0

25,742 18,281

山形市 山形市（一般職員）

59.28 59.28 59.28

41.34

日額580円

左記職員に対する支給単価

液体空気取扱手当 左記業務の従事者
液体空気を使用した修理
等の業務

1件160円

支給実績（23年度決算） 2,313

29.9

手当の種類（手当数） 4

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

23.50 30.55 23.50

59.28 47.50

33.50

30.55

支給実績（22年度決算） 27,905

職員1人当たり平均支給年額（22年度決算） 218

面白山トンネル内の巡視
業務

支給実績（23年度決算） 21,522

職員1人当たり平均支給年額（23年度決算） 167

停水処分手当 左記業務の従事者
料金滞納者に対する停水
処分業務

1回3,320円トンネル内巡視手当

1件300円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

53,791

職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度）
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カ　その他の手当（平成24年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

（注）平成20年12月15日をもって上下水道施設管理センターの宿日直を民間委託したことに伴い、日直手当は

　　　廃止となり、見崎浄水場の宿直のみとなった。

寒冷地手当

支給対象地域に在勤する
職員の世帯区分に応じ11
月～3月まで月額定額（月
額最高17,800円）

部長　82,200円～94,000円

次長　66,400円～77,400円

課長　51,900円～62,300円

73,429同じ ― 10,280 千円

0管理職員特別勤務手当

（23年度決算）

通勤手当

交通機関利用
　　限度額月額55,000円
自動車等
通勤距離に応じて
　　月額8,820～25,380円

異なる

一般行政職の制度

交通機関利用
限度額月額55,000
円
自動車等
通勤距離に応じて
月額6,000～24,500
円

管理職職員が臨時又は緊
急の必要等により週休日
等に勤務した場合1回あた
り定額(最高部長級12,000
円）

同じ ― 千円 0

19,361 千円 148,931

管理職手当 同じ 784,333

274,500宿直手当
宿直勤務1回につき
　　　　　　12,000円

異なる

一般行政職の制度

宿日直勤務1回に
つき支給区分に応
じた額（1回あたり最
高医師等20,000
円）

8,784 千円

― 11,765

千円同じ ― 22,252

千円

239,269

住居手当

借家　限度額月額27,000
円
※持家にかかる手当（月額
3,000円）については、21
年11月をもって廃止

同じ ― 6,857 千円 298,130

扶養手当

配偶者　　月額13,000円
配偶者以外
　　　　　　　月額6,500円
配偶者なしの1人まで
　　　　　　 月額11,000円

※満16歳の年度初めから
満22歳の年度末までの子
について1人につき5,000
円加算

（23年度決算）

支給実績
平均支給年額手　当　名 内容及び支給単価

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給職員１人当たり
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　(2)　公共下水道事業
  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成24年3月31日現在の人数である。
　　　３　団体平均とは、市町村（政令指定都市を除く。）の平均である。

イ　 特記事項

①　平成21年4月1日に組織統合により、地方公営企業法の適用を受けることとなったため、組織統合前の決算値

　については未記載。

②　平成21年11月までの間、一般職員の給料月額を0.5～4％減額。

③　平成21年11月までの間、管理職手当を10％減額。

④　平成22年12月から55歳を超える職員（企業職給料表4級以下の給料月額を受ける職員を除く）について、

　給料及び管理職手当を1.5%減額。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成2４年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

 ③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（23年度支給割合） （23年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・　役職加算　5～20％ 　・　役職加算　5～20％

（注）(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

1.25

1.45 0.65 1.45 0.65

1.25 2.70

団 体 平 均 44.5 355,276 525,167

区　　分

6,006 6,311

平　均　年　齢 平均月収額　　　　　　区　　分 基本給

　　　　　千円 千円

総費用に占める

7,256,281 207,296 343,886

23年度 　　　　千円 千円　 千円　

千円 千円

500,458

68,855

山形市（公共下水道事業） 山形市（普通会計ほか）

1人当たり平均支給額（23年度） 1人当たり平均支給額（23年度）

1,434 1,504

2.70

288,26448 190,170 29,239

山 形 市 42.1 341,410

23年度 人 千円 千円

　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ
職員数 一人当たり （参考）団体平均

　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

％ ％

4.7 4.5

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

Ａ  Ｂ　

20年度の総費用に占職員給与費比率実質収支

区　　分 総費用 純損益又は
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イ　退職手当（平成24年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　 自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 １人当たり平均支給額 　 千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、23年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（平成24年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

236

日額400円

電気取扱手当 左記業務の従事者 高圧電気点検作業 日額580円

し尿直接接触処理業務手
当

左記業務の従事者
し尿に直接身体的接触を
伴う業務

山形市 0 47 0

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

59.28 47.50 59.28

27,176 18,281

59.28

47.50

41.34

支給実績（23年度決算） 8,020

職員1人当たり平均支給年額（22年度決算）

178

支給実績（22年度決算） 10,631

職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

手当の種類（手当数） 2

職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度） 10.4

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 8,200

支給実績（23年度決算） 41

支給実績（23年度決算） 0

59.28 59.2859.28

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50 41.34 33.50

山形市 山形市（一般職員）
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カ　その他の手当（平成24年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円3,352 千円

管理職員特別勤務手当

管理職職員が臨時又は緊
急の必要等により週休日
等に勤務した場合1回あた
り定額(最高部長級12,000
円）

同じ ―

寒冷地手当

支給対象地域に在勤する
職員の世帯区分に応じ11
月～3月まで月額定額（月
額最高17,800円）

71,319

0

0 千円 0

0 千円

同じ ―

平均支給年額
（23年度決算）

同じ ―

一般行政職
の制度との
異同

異なる

一般行政職の制度

交通機関利用
限度額月額55,000
円
自動車等
通勤距離に応じて
月額6,000～24,500
円

支給実績 支給職員１人当たり
（23年度決算）

一般行政職
の制度と
異なる内容

6,370 千円

148,511

1,651 千円 825,500

6,683 千円

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深
夜に勤務した時間1時間に
つき1時間当たりの給与の
100分の25

同じ ―

管理職手当
部長　82,200円～94,000円

次長　66,400円～77,400円

課長　51,900円～62,300円

同じ ―

扶養手当

配偶者　　月額13,000円
配偶者以外
　　　　　　　月額6,500円
配偶者なしの1人まで
　　　　　　 月額11,000円

※満16歳の年度初めから
満22歳の年度末までの子
について1人につき5,000
円加算

通勤手当

交通機関利用
　　限度額月額55,000円
自動車等
通勤距離に応じて
　　月額8,820～25,380円

212,333

住居手当

借家　限度額月額27,000
円
※持家にかかる手当（月額
3,000円）については、21
年11月をもって廃止

同じ ― 3,010 千円 301,000

手　当　名 内容及び支給単価
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